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ワイマーlレ期財政調整と邦財政高権(上)

一一一1920年邦税法の成な過程一一

武田公子

I はじめに

ワイマ ノレ期以前のドイツは伝統的に各邦の独立性が強い連邦国家であって，

ライヒ・邦聞の完全な税源分離制度 Trennungssystemによって両者の財政的

独立性が保たれてきた。例えばライヒには関税及び流通税，邦には所得・法人

税をは巳めkする直接税，という財源配分上の原則によってである。しかしワ

イマール期においては，第一次大戦後の経済的・社会的危機を背景として，中

央政府たるライヒが邦の財政高権を奪取するという過程が進行し，その結果ラ

イヒ集権的な財政調整制度が誕生した。かかる過程において，常に問題の焦点

となったのは，ライヒ・邦・市町村1)問の垂置的な関係における権限・財源配

分の問題であった。

ワイマーノレ期の代表的な財政学者であったポーピッツ"は財政調整の概念を

「単一国家あるいは国家連合内の地域団体問の財政関係についての事実あるい

は規定の総体J"と定義しているが， そこでは財政調整は国家高権と国家高権

の聞の調整問題として現われ，異なる行政団体は相瓦に対等な関係として捉え

1) 本稿では，各行政団体について以卜のような訳語を用いることにする。 Reichは邦0性格を併
せ考えると「国家」と訳すには問題があるため，原語をそのまま用いてライヒと表示する。 Land
は邦とも州とも訳されるがIProvinzを川と訳し， Landはここでは邦とする o Regierungsbezirk 
. Kreis . Gemeindeは日本0制度と必ずしも一致Lないという問題はあるが， さしあたり県・
郡市町村と訳すことにすξ。
2) Johannes Popitz 1884. 12. 2."""1945. 2. 2 フロイセン内務省から1921年以降ヲイヒ大蔵省局
長.1925-29年事務次官を詰め，蔵相には就かなかったが，ワイマール期財政改革において「ポ
ピッツの時代 A四 PopitzJと言われる程の主導権セ握った。ベルりツ大学教授を兼務。

3) Popitz，“ Der Finanzausgleich "， i且 hrsg.von Getloff und Meisel， Handbuch der 
F叩叩出"抽出haft叩， Bd. 2， TUbingen， 1927 
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られているのである。しかしワイマーノレ期におけるエノレツベノレガ-"の改革を

はじめとする一連の財政調整立法を通じた，言わば「ライヒによる邦の財政高

権奪取過程」により，こうした団体聞の対等な関係は崩れ，邦の財政高権"及

び市町村の財政自主権は大きく阻害され， r社会化」の名目でライヒに財源及
び行政上の様々な権限が集中され，ライヒを中心とする中央集権的国家が成立

するに至ったのである。

かかるワイマーノレ期ドイツの財政調盤についてはこれまでも幾つかの研究が

なされてきている。最初に乙の財政調整を日本に紹介したのは中川典之助氏で

あったが，当時の日本の状況にも規定されてか r中央と地方の財政関係を総
括的に研究して規律統制せんとするドイツの研究に教へられるところが少なく

ないであらう」ω との視点からの制度紹介にとどまった。加藤栄一氏は，早生

的閏独資の下での即成的・暫定的な政府間財政関係であ勺売左 Lて財政調整幸子

捉え，エノレツベノレ克ーの改革は各邦・各市町村の財政力を可能なかぎり均等化

させることによって「福祉国家」理念に沿う方向としての「単一国家」的租税

政策をとり，民衆の要求を改良主義的にうけとめて革命エネノレギーの鎮静を図

ろうとしたもの，と論じている円。 また，伊東弘文氏はドイツの後進的な分立

主義的統治構造がライヒと邦との権限・財源配分の無秩序・相互依存を生み，

4) Matthias Erzberger 1875. 9. 20."-'1921. 3. 26. Iドイツ人民新聞」編集長を経て.1903年より
ライヒ議舎の中央党代議士に。 1919.6. 21.，，-，192.0. 3. 12ライヒ蔵相。
5) 財政高権 Finanzhoheitとし寸概念について， メンゲスは次のように定義している。 r財政高
権とは，国家高+色すなわちさまざまな国家活動の領域〔司法 軍事・財政教会出権等)に対
する支配権力の執行のたあり権利，の一部である。そキ叫まj 公的な財政運皆及び課税の白主的な
決定のための国家の権能を含むc すなわち， 財政高権は立法権〈財政立法〕・執行権(財務行
政〉 裁判権〈財政政判〉からなっ亡いるのであるJ(Frallz Menges， Reichgeform und 
Fitほ nztolit仇 DieAushohlung der Eigensta叫lichkeitBayerns auf finanztolitischen iVege 
in der Zeit der Weimarer R暗ublik.Herlin， 1971， S. 100-101.)。ワイマ ノc.-;間以前の lイツ

では，邦はその財政運営における立法行政司法上の権利を完全に把握していた。それに対し
ライヒはj これらを統括する権力ではなし仙の邦と並立的な，あるいは中央国家機関としては
相対的に耳目L、高権を保持しているにすぎなかったの
6) 中川県之助「独逸における Finanz:ausgleichの理由討J~i径済論叢』第30巻第 5 号l 及Lげ「独逸旧

税制の崩壊と財政調整法J ~経済論叢』第31巻第 4 . 5号。
7) 加藤栄一「ドイツにおける財政調整制度四成立」大内力編『羽代資本主義と財政企融2 地方
町政』東京人学出版会， 1976年。
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これに対してポーピッツが中央国家を頂点とする合理的な秩序を求めた， と捉

えているヘ以上のように，これまでの研究においては，ライヒにおける財政

高権確立の必然性が強調され，ライヒにおける財政膨張と財源集中の必要性，

あるいは分立主義的統治構造の「後進性J脱皮のための中央集権的国家建設の

必然性の視点から財政調整問題が論じられており，邦の財政高権や市町村の財

政自主権問題に関しては研究上の立ち遅れがあるように思われる。

そこで本稿でt主，現代国家において，一方での中央国家財政の膨張・集権化

要求と他方での地方団体の財政自主権要求との対抗関係の中で，前者が後者を

取り込みつつ，結果的にその利害を貫徹させていく過程として財政調整を捉え

る"ために，邦における財政高権回復を求める闘争過程の解明に重点者置雪た

いc ライヒを中心とす呂中央集権的単一国家の建設に歩を進めつつあったワイ

7 ール期の財政調整は， I社会化」政策や賠償問題を口実として，税源をライ

ヒに集中させることによって邦や市町村の自治を空洞化させていった。しかし

それは決して単純な一方的な過程ではなしバイエノレンを中心とする各邦の財

8) 伊東弘文「グァイマJレJtlドイツの財政調整制度とJ ボ}ピッツの財政調整詰J ~北九州大商
桂論集， (土〉第16巷第3. 4号， EJ81年， (巾〉第17者第1号， 1981午， (下〉鮪Lマ巻第2・3

号， 1982年，IJCび「ヴァイマル共和国の成立とエルツベルガ の財政改革J~北九州大商経論集』
第9巷第2号， 1973年等。

9) わが国においても財政調整制度の本質規定やその歴史的性格をめぐ。つては，乙れまで多〈の研

究がなされてきた。例えば，独占資本の利害に合致する固と民主的改革町手段となり得る面とり

二側面を強調された藤田氏の研究(藤田武夫「日本における地方財政調整交付金の発達J ~立教
経済学研究』第13巷第1・2' 3号， 1959年，佃〉や，為政者にとっての標準的行政水準の維持

手段i-:Lでの側而を強調L，地方財政町不均等の基底にある都市と農村との均等化ではない， と
いう本質を指摘する島氏の研究(島恭彦『現代地方財政論』有斐閣， 1951年，他)がそれであ
る。概して言えば，資本三義の発展に伴う産業部門聞の不均等Sイヒヵミ経済の地申尉不均等発展がも

たらし，そり結果租税負邑や行政水準の地域治不均等が生じたことが財政調整制度成立の背景と
伝った， という図式的把渥が通説となっていると言える。しかしこうした把握は，財政調整の本

質が財政の地域的不均等0是正1 すなわち水平的財政調整に歪'J、化されるという理論的問題をは
らむものである。現代国家における社会経済り危機を週t..-c，水平的財政調整と同時にj 中央

一地方の財政力「調整」口名の下に中央政府への財政権限り集中逓僅が進行した側面を過小評面
してはならない。すなわち，水平的財政調整と垂直的財政調整とは調整という同 の目的を持っ

た財政政策の二側而であり，歴史的事実として前者が必ず後者を伴い，財政町中央集権化をもた
らし亡きたことは否定できない。そこでj 財政調整問題を考察する際には，各レベルの行政団体

問。つ権限配分や地方の財改自主権の問題を同時に考えあ必要がああ。
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政高権要求との絶えざる抗争の過程であった10)。本稿ではこうした過程を分析

することによって，財政調整制度の本質は何か，及びそれのもたらしたものは

何であったか，を明らかにしたい。

また，こうした邦の財政高権問題と同時に問題となったのは市町村の財政自

主権の問題である。ヲイマーノレ期の財政改革によって，従来邦税であった所得

・法人税への付加税とUヴ重要な自主財源を奪われたため，市町村は付加税権

の返還を強〈要求した。しかし，中央において自らの利害を主張する機闘を持

たない市町村は，原則的に各邦の政策の後見下にあり，付加税権回復の要求も，

邦全通じて間接的に主張せきやるをえたとか勺た。それゆえ，邦に正 η ての財政高

権回復の闘争は同時に，市町村にとっての財政自主権回復の闘争であったので

あって，両者は同ーの過程として現れた。 ζ うした視点から，常に邦の財政高

権回復とセットで要求された市町村の付加税権回復の要求について考えてみた

し、。

ところで本稿では，上記の論点を考察するにあたって，バイエノレンにおける

連邦主義・地方自治にとりわけ注目する。ワイマール期には，中部ドイツを中

心とした地域で工業化とそれにともなう都市化が進み，資本主義的階級分化が

進行し， S PD (社会民主党〉やDNVP(国家人民党〉の基盤となっていた

のに対L 南部ドイツでは農業の比重が高く，零細市町村が多し中小の自営

業者等所謂中間層の比率が高く，主として中央党(バイエノレンではIlVP バ

イエノレン人民党山〉の基盤となっていたことに見られるように，両者の利害は

10) かかるライヒーパイエルンの対抗関慌を通じてワイマール期白財政制度改革を解明する研究と
して，例えば， メシゲスほ「これまでの研究はヲイヒ改革問題におけるこの分野の(ライヒとパ
イユルγとの関慌についての 引用者〕重要性がないがしろにされてきた。ライヒ改革D議論に
おい亡財政政策問題はどりょうえま役割を損じたのか，エルツベルガーの財政制度及乙唄』政調整は
ライヒ基本法で確定きれたライヒ 邦関係をどの程度まで変更したりか，N.び，どのような政策
によってパイユルンは財政政策におけるその目立性の耳目安化に対抗したのか， ということが説明
きれなければならない」としてバイエルン阿部における財政調整をめぐる議論やその意見害事を
用いてよ記の課題に取り組んだ (Vgl.， Menges， a. a. 0.. S. 7.)。
11) BVPはもともと広範なカトリック教定を基盤とする中央党のパイュルン分派であったが，
1920竿11月に中央党が単一主義的国家建設。方針を掲げたりを機に中央党より分離し， I農民
市民の広範な中間居の特砕パイエル γ的連副E主義の人民政党J(Menges， ebenda， S. 81.)と/
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〈資料> Hans Joachim Winkler. Die Weimarer Demokratie. Rerlin， 1968， S 

大きく異なっていた〔各邦の位置については図 l参照〕。そして前者において

はプロイセン=ライヒを中心とする山中央集権的単一国家構築へり志向が強し

後者においては連邦主義国家維持の志向が強かった。 r社会化」推進を口実と

、して強固に連邦主義を主張していた。また， 1918年11月12日目BVPの綱領が以下のようにうた
っているのは，プp イセンに封する強い対抗意識を表すものとして興味深い。 rパイエルンをバ
イエルン人民へ! 過大な権力を握る北部に，従来白バイエルンは固ま経済政策，租税政策の上

で広範に依存していたが， この依存はいかなる事情があろうとも廃止せねばならない。我々は ζ

れらの分野生てにおいて，一方的，無分別な，プロイセンり主導権を拒否する。何となれば，こ

れこそが，過去において我々を破棋に導L、たからであるJ(エ り γ ヒ，ァイク，批仁郷繁訳『ワ

イマル共和国史 I~ ベりかん社， 1989年.101........102ベージ〕。
l2) ワイマール期におい亡もヲイヒとゾ戸イセン0関係は依然として強<.プロイセンにおける官

僚の「民主化Jを経ても， ライヒにおいては帝制期の官僚がかなり残存した。ライヒとプロイセ
ンとにおける官僚制， N.r;戦世プロイセンの官僚制「民主ft;Jについては，飲回・中村野田
望国『ドイツ現代政治史』ミネルヴァ書房， 1966年I 270........2.74へージ，加藤栄一rヮイマル体制
の経済構造』東京大学出版会I 1973年， 90-91ページ，アルトゥ ル田ローゼンベルク，吉田輝

生訳『グァイマ ル共和国宝』東邦出版， 1970年， 49ベ ジ事照。
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してヲイヒへの集中化を擁護するプロイセγと，保守的な性格をもっパイエノレ

ンの連邦主義との対抗は，一見皮肉なもののように映るが，本稿では，こうし

た現象の背景にある，プロイセ Yとバイエノレンの社会・経済構造，地方自治思

想。相違を踏まえ，バイエノレ yにおける連邦主義的主張や市町村自治の独自的

取り組みを分析することを通じて，財政調整と邦財政高権・市町村自治との相

互連関を検討したい。

11 邦財政高権の形酸化と中央集権的単一国家の成立

一一1920年邦税法に至る背景と経過一一

(1) ライヒへの財源集中の必然性

前述のように， ワイマーノレ期以前のドイツでは，ライヒ・邦・市町村間の税

源分離制度がほぼ貫徹していた。ライヒはドイツ関税同盟からの伝統的特質に

より，外交・通商政策を重要な任務としていたため，その財源も関税及び流通

税等間接税を主要税源としており，邦は司法・警察・税務行政等，国家権力的

性格の強い事務を担っていたため，所得税・収主主税等の直接税を主要財源とし

ていた。尤も各邦の固有税は各邦の経済的事情により，必ずしも均一でないが，

しかし邦のνベノレにおいては第一次大戦前にすでに，所得税を中心とする近代

的租税制度が成立していた1ヘ所得税がライヒでなく邦に専ら属していたのは，

邦の財政高権が強かったことの表われであろう。

他方J 市町村の行財政は邦の監醤下にあったが，学校・社会福祉・住宅・産

業・失業対策・公共施設等地域住民の生活に関わる事務領域を担っており，権

13) たとえばプロイセンでは1851年に階層別税率による階級税が眼用き札 1873年には所得階層別
説E容をもっ所得税が成立したく佐藤進『近代税制の成立過程』東京大学出版会， 1965年， 澗.，-
295ヘ ジ，参照〉。これはj 中部では早くから工業化が進み，労働者の比重が高かったことや，
所得階層分化が進んでc，たことの表われであろう。これに対しミイ品;cンでは19世相にはむしろ
物税や収益税が支配的であり，所得税が主要税となったのは， ょうやく1910年の税制改革(1912
年発効〉においてであった。 Vg1..Die deut$che Einkommensbesteur::rung '()Or und 7lach dem 
Kriege， Statistik des Deutschen Reichs， Band 312， Berlin，1925， S. 5-23; Verwaltungsaufbau， 
Steuer町 rteilungund Lastenverteilung im Deutschen Reich， Einzelschriften zur Statistik 
des Deutschen Reichs， Nr. 6， Ber1in， 1929. S. 259-261 
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力的行政領域を担う邦とは明確に権限区分がなされていた。税源としては，邦

ごとの法律に基づき，邦に対する付加税や地域的な物税とに依っていた。邦に

おける所得税制成立とともに，それへの付加税という形で市町村が一種の地方

所得税を持つに至ったことは銘記すべきである。また，市町村の固有税も，邦

の承認が得られれば新たに課税できたのであって，その意味ではライヒからの

統制Jを受円ない，部分的な財政自主権を保持していたと言える。ただい市町

村自治に対する考え方は，邦によってかなり具なっていた。例えばプロイセ y

においては「県知事・郡長等の圧倒的多数は依然として官僚の内部から任命さ

わしていた」凶ととに見られるように，県・郡・市町村等の行政団体は邦の後見

下にある「細胞」として考えられていたのに対し，バイエノレンでは連邦主義的

システムの下に市町村の機能を高める政策を採っていた問。

しかし，こうした税源完全分離制度は，戦争遂行を通じてのヲイヒの軍事費

をはじめとする経費膨張により，徐々に崩れていった。以下，その過程を見て

いこう。まず第一に， 1879年以降の分担金 Matrikularbeitragと譲与金 Uber.

welsungの制度の導入である1ω。すなわち， 分担金はライヒの財政収入不足

を補填するため，赤字分を人口割で邦に負担させたものであり，譲与金は逆に

関税・煙草税・印紙税等の特定の税源の一定割合を人口比で各邦に配分するも

のであった。両者ともライヒの財政事情や経済変動によって年々変動するもの

であったため，譲与金と分担金の差額(すなわち実質的な邦への配分〉は常に

動揺し，邦財政を不安定にするものであったことに加え，ライヒ・邦間の財政

的相互依存関係を作り出し，税収の配分をめぐる両者の対抗関係を生ぜしめる

こととなった。第二にJ 寧事費をはじめとするライヒ財政膨張の中で，ライヒ

は1913年困防分担金の創設によって公然正直接税に侵入することとなった問。

14) 飯田他前掲書， 272へージ。

15) Hansmeyer hrsg.， Kommunale Finanzpolitik叩 derWeit叩 rerRepublik， St叫すgart.1973， 
S. 15. 
16) Popitz，" Finanzausgleich "， in; Handworterbuch der Staats山 ssenschaften，vierte Ausage. 
Bd. 3， Jena， 1926. S. 1019 
17) Ebenda， S. 1026. 
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このことにより，ヲイヒ財政の肥大化が既成事実化され，助長されることとな

ったのである。かくして税源分離制度は事実上崩壊し，混合制度 Mischsystem

に移行したのである。

但し，かかる混合制度への移行期においても，実質的には邦心直接税課税権

が侵害されていたとはし1え，依然として邦の財政高権は法的には維持されてお

り，邦の財政高権を前提とする財政調整，即ち，ライヒと邦との対等な関係に

基づく財政調整の可能性に残されていた。また，市町村についても，邦の後見

下にあったとは言え， ワイマーノレ憲法による普通選挙制度によって，住民参加

に基づ〈民主的な地方自治の可能性が形造られた。しかし後述するように，ワ

イマーノレ期の財政調整は結局ζ うした方向を許さなかったのである。

戦後，ライヒへの財源集中の要請は 層強まった。第ーに，分立主義的統治

構造によるライとと邦の持続的内部抗争や，統一国|家としてのライヒの弱さが

ドイツの敗戦をもたらしたのだ，との世論が高まり，中央集権的・統一的な国

家制度の成立を求める単一主義 Unitalismusが台頭したことである。第二に，

戦災復旧や戦災者・遺族補償，および戦勝国への多額の賠償金など，戦争によ

って引き起こされたライヒの財政膨張を賄うために， ヲイヒ・邦・市町村聞の

行政・財政領域区分を根本的に変える必要性が生じたことである。とりわけ，

邦の租uが戦災復旧・失業扶助に対するライヒの臨時措置としての補助金に強〈

依存L，また邦の事務をヲイヒに転嫁することによっ 1負担軽減を図ったため

に，ライヒへの 層の権限・財源集中を助長する結果となったのである。第三

に， 1918'午の革命の後，重要産業の固有化・国家統制Iを内容とする「社会化」

Sozialisierung18)政策遂行上， ライヒへの税源集中が要請されたことであるo

また同時に蔵相エノレツベノレガーは「社会化」に関して， I公正な租税立法は国

民の富の配分を織り込むJ19) ものであることをも言明している。すなわも，租

18) ，社会イ七」を指ナ原語としとは Verg田ellschaftungとSoziaHsierungとがあり，前者は主
として産業の固有化等を指し，後者は国有化を含むより広い概念として用いられるが，エルツベ
ルガ はここでは後者を用いている。
19) Erzberger， Reden zur Neuordnung des deutsch帥 Finanzwesens，Berlin， 1919. S. 133 
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税負担の全国的均 化J 所得再配分機能をもヮ税制をも広い意味で「社会化」

に含めて考えていた。それゆえ全国的規模での租税負担の均等化を遂行してい

〈ためにも，全国統一的な税制の確立が不可欠であると考えたのである。

財政調整制度成立に向けてはなお，次のような二つの政治制度の条件に言及

すべきであろう。まず第一に， ワイマーノレ憲法において単一主義的色彩が強い

ことである。このことほ例えば，各邦の利害を代表するヲイヒ参議院 Reichs-

ratの地位が， ピ只 7 ノレク憲法下山連邦参議院 Bundesratと異なり， ヲイヒ

議会 Reichstag と対等な審議権を持たず， 異議申し立て権が認められるにす

ぎないという点等に表われている。また，財政制度に関しては， ワイマーノレ憲

法第8条は「租税またはぞの他の収入に関する立法権はそれらが全体と Lてま

たは部分的にライヒの目的のために要求されるものであるかぎわライヒに帰属

する」として，ライヒの優越的な租税立決権者認めており，また第11条は邦税

の許可と課税方法の基準とはライヒが定めるものとし，邦の自主課税権を事実

上認めないものとなっている。市町村についてふ第 127条は「市町村自治体

及び地方団体連合組織は法律の枠組みの限度内において自治権を有すあ」とし，

形式上地方自治を認めるものの，あくまでライヒの枠組法の範囲内においてで

あると限定している。しかし他方では各邦の政治的・開政的独立性は依然とし

て強しとりわけライヒ=プロイセンという中央集権的構図に対する南部三邦

の連邦主義の主張も根強かったc その結果例えば，第12条では「ライヒがその

立法権を行使しないかぎりにおいて邦に立法権が保持される」との規定がなさ

れ，ライヒの優越的な立法権を規定しながらも邦に立法権の一部を残している。

その意味ではワイマール憲法は単一主義と連邦主義との妥協の産物ともいえる。

ともあれ，このようなヲイマーノレ憲法の規定に従って租税体系を再編成する必

要があったのも邦税法立法の動機の一つであろう。

第二に， ヲイヒ公課令 Reichsabgabenordnung の制定 (1919年 12月 13日

付〉である。ライヒ公課令はワイマール憲法に定められたライヒ財政高権を具

体化したものであり，所得・法人ー相続・売上・土地取得等，新たな全ヲイ k
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税に関する一般的税法の要約であったがJ これによってドイツ史上初めてライ

ヒ徴税機構が確立されたものといえる20>。さらにライヒ公課令では. 1917年に

創設されたライヒ財政裁判所の権限を強化し，ライヒ税執行の法的保障と租税

訴訟の最上級審としての機能を持たせ山，ライヒの財政運営上の裁判権をも確

立したのである。かくしてライヒは，立法・行政・裁判にわたる財政上の権限

を獲得したのであるo

以上の様な経過を踏まえ，邦税法制定の条件が整備されたのであるが，以下

の節においては，同法の内容と審議過程での論点に立ち入って，その性格を分

析してみよう。

(2) 邦財政高権を再定した財政調整 邦税法審議過程での論点ー一一

エノレツベルガーによれば，邦税法の目的は，第ーに租税権限区分の明確化，

第二に， ヲイヒ・邦・市町村のそれぞれに必要な支出を充足する財源の保障，

第三にJ 経費節約の促進にあった22)。第 の点、は，混合制への移行に伴うライ

ヒ・邦聞の抗争激化に対処するため，両者の税源を朋確に法文上に規定しよう

とするものであった。とはいえ，次節に示すように，実際に提起されたのはラ

イヒへの税源集中に基づく邦への再配分であって，分与率をめぐる両者の抗争

をかえって煽るものであった。第二の点については，エノレツベノレガー改革にお

いて最も強調されたのは三者の対等な財源保障でな<.政治的・財政的窮状を

口実にしたライヒの優先的な財源確保であった。第三の点については，インフ

レの激化のために必ずしも実効を挙げなかったが，邦や市町村に対する経費削

減や職員数削減の圧力として，ライヒの統制力強化の意味を持った。

1919年 8月25日蔵相エルツベノレ万一は邦税法案を作成L.各邦に提示した。

その後各邦の意見を踏まえて10月25日に大蔵省案が作成され，再び議論を経た

20) Hans Thierauf， Der Finanzausgleich in der Weimarer Rep叫lik，Regensburg， 1961， S. 43 
21) Menges. a. a. 0.， S. 225 
22) Erzhf.rger. a. a. 0.， S. 155 
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表 1 192C年邦税法による分与税配分一覧

ヲ再三法人税 1 6正日抑制こ分与され，邦は市町に適宜再配分する

売 上 税 110%は人口に応じて邦に配分， 5%は徴税額に応じて市町村に配分

する

土地取得税 150%(相続町場合は25%)を土地所在邦に配分

相 続 税 120%を物件所在邦または所有者居住邦に配分

ビール税|分与率及び最高額の規定

|バイエルン 13.5553;ム 78Mil. RM  

| ビュルテンベルク 25見;， Ui Mil. RM  

lパーデン 1.6%， 10 Mil. RMまで

く資料> Mabel Newcomer. Central and Local Finance in Germary and England， New 
York， 1937， pp. 311-317，より作成。

のち， 11月 18 日に最終法案が決定され， 11月 20 日 ~11月 29 日の参議院， 11月 29

日 ~192日年 3 月 11 日の国民議会での審議において幾つかの修正が行なわれ，そ

して1920年 3月30日に公布されるという手順を踏んだが，その過程での議論は

以下のような問題を含んでいた2e，。

まず第一に，分与税 Uberweisungsteuer制度の創設をめぐる問題である。

分与税制度は，邦・市町村の重要な税源であった所得・法人・相続・土地取得

税等を取り上げ，それをライヒ税としτ徴税した後，人口や徴税額に応じて各

邦に再配分ずるものであった。表1に示すように，邦分与率は所得・法人税が

66.6%，相続税が20%，土地取得税が50%，売上税が10%であった。 こうした

分与税率に関する変更手続きについて，法案では「ライヒ税収にお日 ι邦・市

町村の分与の尺度の変更はライヒ憲決における憲法改iFの規定に従うp心と規

定があったが，国民議会ではこの項目を削除し，変更は他の一般的な法律と同

様 J ライヒ議会の過半数の賛成をもって可能となった。この削除に対して，ラ

イヒ参議院は異議申し立てを行なったが3 結局法案はそのまま可決された。ま

た，各邦から市町村への再配分は，売上税を除雪，各邦ごとの規定に任された。

23) 邦税法をめぐる議論についてはJ Menges，αα 0.， S. 230-252.及び Thierauf，a. a. 0.. S 
44-78，参照沼
24) 法案館57条， Vgl.. Men.ges， ebenda， S. 243. 



70 (174) 第140巻第3・4号

さらに，ライヒ税と競合したりライヒの利害に反ずるような邦・市町村税およ

び付加税は禁止され』その判断はヲイヒが行なうものとされた。結局固有税と

して邦には土地資産・収益税，市町村には娯楽税等の雑税がそれぞれ残された

ものの，その比重は軽かった。以上のように邦税法は，邦の自主財源を侵害す

る形でライヒ財源を拡張するものであったため，邦側・連邦主義者から邦財政

高権の侵害であり，過度目中央集権化であるとして強い反対がなされた。にも

拘らず，ライヒ参議院では，結局パイニL ノレン・パーデン・ヘッセンの南部三邦

が反対しただけで，他の邦の賛成により邦税法案は可決された，")が，こうした

各邦の従順な態度は驚くべきものであノた。これはおそらくは， ライヒ政府の

経済的・政治的窮状に対する譲歩であったとともに，邦税法が邦の財政高権を

決定的に奪い去るこ Eに対する認識の欠如に上るものであろう。

第二に，水平的財政調整機能をめぐる対立が挙げられる。所得税分与率につ

いては，エノレツベノレガー案及び大蔵省の当初の案では所得段階的規定を織り込

んでいた。すなわち，分与率を3ないし 6段階にわけ，低所得層からの税収の

分与卒を高<L高所得層からの税収の分与率を低くすることによって，担税
力の弱い邦を利する仕組みになっていた2630表2に示すように，各邦の間には

その経済構造の相違によって，所得水準の不均等が見られ，例えば，バイエノレ

γ とプロイセ γ とを比較すると，パイエノレンにおいては3日OORM未満の所得階

層が38.6%を占め， 10万RM以上の所得階層が3.4%と， ヲイヒ全体の平均に比

べても所得水準が低いのに対L プロイセ Yでは3000RM未満が29.2%， 10万

RM以上が5.0%と， ほぼライヒ平均の水準である。 さらに最も所得水準の高

いザグセY と最も低いオノレデンプノレグ・リッベ・メクレソプノレクーシュトレリ

ッツ・シャウンプノレクーリッベとの聞にはかなりの隔りが指摘できる。エノレγ

ベノレガーは水平的財政調整を重要な課題のーっと考え， このような不均等を是

25) Ebenda， S. 239-240. 
Z6) エルツヘルガ は1919年10月25目。構想では 分与税を3段階にしていたが，所得水準の高い
邦からの反主均、強かったため，最終法案では， 6段階，参議院での悼正では7段階， というよう
に!次第に水平的調整機能が緩和されてL、ョた。
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衰 2 所得階層$11*山税者の構成(1925竿〉

所得階層(10∞RM) I ~3.0 13.0~8.0同~25.01ぉ 0~1叫 100.0~
プロイセ γ 29.2% 24.9% 28.0% 12.9% 5.0% 
ノ、つニC)レン 38.6 23.1 24.1 10.8 3.4 

ザクセン 23.6 23.1 27.2 17.7 8.4 

ピュノレテンベルク 33.9 21.7 24.3 12.8 7.3 

ノ、，-唖コT申 :/  33.5 24.0 27.4 12.0 3.1 

テューリンゲン 36.6 26.5 22.1 11.0 3.8 

ヘッセン 40.0 22.9 25.4 9.3 2.4 

メクレンプノレターーシュベリン 39.4 28.1 22.2 7.0 3.3 

オルデンプノレグ 43.4 33.5 17.8 4.2 1.1 

プ、ラウンシュノ〈イク 33.7 28.4 24.3 11.1 2.5 

アンハノレト 33.1 28.9 24.6 11.7 1.'1 

リッベ 44.6 30.0 18.8 4.2 2.4 

メクレンブルグ一一シ且トレ!J'Yツ 40.1 33.5 20.0 6.4 

、ンャウンプ、/レク一一リ y ずく 43.6 31.7 19.4 5.3 

フイヒ全体 I 30.2上五一 27.1 I 山 I 52 

〈注〉 ライヒ全俳の童文字はハンザ都市をも含む合計。

〈資本4) Der Finanzausgleich im Deutschen Reich， Einzel-schriften ZUI Statistik d田
Delltschen Reichs， Nr. 16， Berlin， 1931， S. 26，よち作成。

正するために段階的分与率を提案したのであるが，この問題をめぐって所得水

準の低い邦と高い邦との利害が対立し，結局後者ーの反対に押し切られ，分与率

は一律66.6%に決められた。 このことによって当初法案に盛られていた水平的

財政調整機能は消滅することになった。

第三に問題となったのは，市町村の付加税維であった。従来市町村の多〈は

邦税であった所得・法人税への付加税を重要な財源としていたが，所得・法人

税がライヒに移行すると同時に市町村の付加税権が奪われることになった。ま

たライヒは負担の過重化や地域的税負担の不均等を懸念して全ての付加税を禁

止したが i市町村は邦の法律によって禁止されないかぎり， ヲイヒ所得税に

よって捕捉されないあらゆる最低所得から租税を徴収できるJ (邦税法30条〉

という条件を付けていた。しかし最低所得に対する課税を実施した市町村は皆
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無であり，この規定は市町村の所得税収入を何ら保証するものではなかった。

かくして市町村は自主財源を大幅に奪われ，財政自主権を喪失することになっ

たのである。市町村はライピ税への付加税権返還を要求し，バイエノレγをはじ

めとする南部三邦はこの市町村の要求を支持したが，ヲイヒは過重負担化を理

由にこれをあくまで拒否した。

以土のような審議を経て邦税法は可決されたが，その際，各政党の立場は次

のようなものであった。 SPDは「社会化」政策推進上ヲイヒ権力の強化が必

要であるとの単主義的立場に立ち，政府案を支持した。また， DDP (1'イ

ツ民主党〉は，邦・市町村の自治を尊重はするが，現在の経済的政治的なライ

ヒの窮状を考えれば，ライヒの権限強化は致し方ないとして政府案を支持した。

その他に政府案支持の立場に立ったのは中央党であり，結局パウアー Bauer

内閣の政府与党〔ワイマール連合〉三党が賛成の立場に回った。反対の立場に

回ったのはDVP(ドイツ人民党〕・ DNVP(ドイツ国家人民党)・ USPD

(ドイツ独立社会民主党)， 及びBVPであった。 DVP'DNVP・BVP

ば連邦主義的立場から邦の財政高権侵害に反対したのであったが， USPDは，

邦の高権は弱めてもよいが自治の単位としての市町村の財政権は尊重さわしるべ

きとの立場から反対したのであった。

以上のようなライヒ会議での決定に対し，バイエノレン邦議会は強〈抗議した。

「邦税法は邦・市町村から租税高権を奪いとった。さらに重大なことは，邦-

市町村田自立性・自由な活動に対して斧が振りおろされたことであるf口。ま

たBVP邦議会党派はパイ斗ノレン政府に，邦税法は邦・市町村の政治的・経済

的自立性の否定につながり，邦・市町村が「ライヒへの自主性のない居候

Kostg担 gerJ聞となるおそれを指摘し，邦税法発効の阻止を要請した。さらに

ライヒ参議院においてバイエノレンは他の邦に対し，邦税法案に対する異議申し

立てにおける共闘を呼び掛けたが，これに応じたのはバーデンだけであった29)0 

27) Menges. a. a. 0.. S. 2右2
28) Ebenda， S. 249 

29) Ebenda， S. 225 
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他の邦が共闘に応じなかったのは， ヲイヒによる財源保障を過信し，邦・市町

村の権限縮小を軽視したためであった。

さて，以上のような経過をたどって邦税法は成立し，ライヒ公課令によって

立法・行政・司法上の財政権限を確立したヲイヒ財政は，物質的条件を保障さ

れることとなった。かくして邦財政高権の犠牲の上にヲイヒの財政局権が確立

したのであるが，かかる一連のライヒへの権限集中化の過程の意義をまとめる

と以下のようになろうロ

すなわち，ライヒは邦・市町村より所得・法人税をはじめとする主要税源を

奪取す吾ことにより，ライヒ財政膨張の物質的基礎を造り出すと共に，邦や市

町村の租税立法権・租税自主権を制約しそれらの財政的独立性を奪うことを

通じて，ライヒへの集権化と統制強化へ道を聞いたのである。かくして邦の財

政高権は形骸化され，その後見下にある市町村の財政自主権も著しく阻害され

た。その意味で邦税法は，シュンベーターが「邦・而町村の財政的・政治的自

治にとってのベルサイユ条約J30)と評したように，邦・市町村にとっては屈辱

的な立法であったと言えよう。そして邦税法によって打ち立てられたライヒ・

邦・市町村聞の以上のような財政関係の枠組みが，財政調整法・第三次緊急租

税令などによる修正を経ながらも，結局ワイマール期を通じて貫徹したと言え

るだろう。

(3) 邦税法施行下での諸問題と財政調整法への歩み

1920年邦税法施行後，未曽有のインフレはライヒ・邦・市町村間関係、に新た

な対立を生ぜしめた。まず第一に，イ yフレ下における分与税額算定と支給の

タイム・ラグの問題である。分与税の算定は，前牛度における租税収入を基準

としていたため，イ Y フレ時にはその目減りが激しし邦・市町村側に著しい

不利益をもたらしたため，算定・支給の制度を変更する必要が生じた。また，

市町村は所得・法人税分与率の引上げよりもむしろ，ィ γフレに対してより弾

30) J. SchulIIpeler， Das deutsche Fillanzproblem. 1927， S. 4 
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力的な売上税の分与率引上げを要求した。ヲイヒの側でも，分与率引上げと同

時に，法人税や売上税の税率を引上げ，税収増を図りたいという意図があった。

第二に，邦税法が過度のライヒへの財源集中をもたらし，邦の財政高権を著ー

L-<阻害するものであったことに対する邦の立場からの批判が強しエノレツベ

ノレガー改草撤回を求める声が高まったことが挙げられる。前述のように，邦税

法制定時には南部三邦の反対があった他はほとんどの邦は肯定的に考えていた。

しかし邦税法施行の過程でとりわけインア νの進行による経費増大の影響もあ

りp 各邦にとって直接税の課税権を喪失したことが大きな痛手となって現われ，

各邦は直按税の返還を強〈要求せざ毛を得なくなったのである。

以上の上うな理由により，早急な新財政調整制度の制定が求められたため，

1921年11月空白 R， ライヒ蔵相へノレメ凡 Herm四は財政調整法の法案を各邦に

提示L 各邦の意見を求めた後， 1922年 1月に法案を参議院に提出した3130 こ

うしたライヒ側の法案に対して，邦側も独自の話し合いを行なったが，中でも

1922年 2 月 27~28 日にミュ Yヘンにおいて開催されたプロイセン バイエノレy

会談が注目されLio'ヘそこではまず，あくまで「最終目標 endgultigesZielJ 

として，所得・法人税の返還による完全税源分間住制度を掲げ続け，現行のよう

な分与税制度には反対し，これらが達成されないうちは財政調整は「暫定的な

vorlau五gJものと考えるという点において両邦は 致した。しかし重要なのは，

次の点において妥協がな苫れたことである。上述のような課題はあくまでも最

終目標であるが，現時点では邦1Ii.Uの租税管理能力の欠如とライヒの財政的窮状

を考えて上述のような要求を掲げるのは時主を得ないと判断し，所得・法人税

及び売上税の分与率引き上げと土地取得税の邦への全面的返還とを当面の目標

として掲げること， とした点である。所得・法人税返還を当面の目標から保留

することについては，当初パイエノレソは否定的な態度をとっていたが，プロイ

センの強い説得にあって妥協するに至丹た。か〈して， プロイセ γーバイエノレ

31) Vgl.， Menges， a. a. 0.， S. 264-265， Thie四uf.a. a. 0.. S. 8干88
32) VgL， M凹 ges，ebenda， S. 266-267， Thierauf， ebenda， S. 89 
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ン間の協定が成立したが，かかる三大邦の妥協は i邦の共同戦線が物質的条

件上の譲歩によって早くも打ち砕かれ，長期的目標としての基本的要求の闘争

が同様にはすすめられないことを意味していた」叩との指摘のように，財政調

整をめくる邦の闘争を切り崩L ライヒの利害を寅徹させることを容易にした。

次いで 1922年 4 月 28~29 日ライヒ政府によって招集されたピュノレツプノレグで

の各邦代表者会議では，ライヒ・邦聞の意見調整がなされた制。会議ではまず，

蔵相へんメスによって現行の財政調整制度の基本原則は覆されない，とのライ

ヒの姿勢が明らかにされ，また参事官ポーピッツは，所得税・売上税等への付

加税ば事実上不可能であるが，所得・法人税分与率引き上げは，同税の税率引

き上げを条件とするならば可能である， との立場を述べた。分与税率に対する

号イヒ政府の柔軟な態度によって，分与税率引き上げを当面の目標としていた

パイユノレン プロイセン協定はほぼ達成されたため，両邦は即座に政府案を支

持した。両邦は当面その巨額の財政赤字(1921年度プロイセン25億マルク，バ

イエノレ γ3.0~3.5 億マルク〉を解消することを第義的に考えていたのであっ

た。これに対し，バーデン，へッセン，テューリンゲン等はあくまで市町村付

加税権を主張したが，二大邦の妥協によって結局ライヒ案を承認せざるを得な

古、っTこo

かくして妥協の産物としてのピュノレツプルグ協定は，結局以下のような内容

で合意された。まず第ーに，経済・政治的事情が許すかぎり邦・市町村り独立

性・自己責任性を保障するために，分与税率引上げや租事七宝限の拡張による邦

・市町村収入の保障，及び，公務員給与引上に伴う邦・市町村の追加的支出の

負担軽減を行なうこと。第二に，邦・市町村は収益税をそれ独自の租税管理の

枠組みにおいて地域的事情の基準に従って利用L尽くすこと。第三に土地取

得税の邦への返還，所得・法人税分与率の66.6%から75%への引きトげ， 相続

税率2.0%から2.5%への引き上げ。第四に， ライヒが邦に新たに事務を課すと

33) M印 ges，ebenda， S. 267. 

34) Vgl.， Menges， ebcnda， S. 268-272， Thierauf， a. a口.S. 92-96 
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きは，ライヒは費用節減のために配慮を払うこと。第主に，公務員給与引き上

げに対する補給金に関する諸規定，等であった制。

以上のように， ピムノ〆ツプノレグ協定によって，財政調整の当面の焦点、は分与

税率に絞られた。このことによって，邦の財政高権や，市町村の付加税権問題

は後景に押しやられ， i最終的財政調整 endgultigerFinanzausgleichJまで

見送られ，財政調整法の「暫定的」性格はこの時点で予め確定していたのであ

る。

(1986年7月22目脱稿〕

35) V g 1.， Menges， e九~enda， S. 270-271， Thierauf， ebenda， S. 94-95 


